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令和元年度南丹市社会福祉法人指導監査実施方針及び実施計画 

 

１ 指導監査の実施方針及び目的 

  人口減少社会の長期化や独居高齢者の増加、子どもに対する虐待の深刻化などを背景

に、地域における福祉ニーズが多様化・複雑化する中、高い公益性と非営利性を備えた

社会福祉法人（以下「法人」という。）の役割が、ますます重要になっている。 

   他方、一部の法人による不適正な運営が指摘され、法人全体の信頼を失墜させる事態

に至っており、法人が今後とも福祉サービスの中心的な担い手としてあり続けるために

は、その公益性・非営利性を徹底する観点から市民に対する説明責任を果たすことが求

められている。 

平成２８年３月３１日に社会福祉法が改正され、平成２９年度より本格施行となった。 

  改正法においては、①公益性・非営利性の徹底、②国民に対する説明責任、③地域社会

への貢献の基本的視点に立って、経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向

上、財務規律の強化、地域における公益的な取組を実施する責務等、法人の制度改革が

進められてきた。 

   本市においては、法人が利用者はもとより、広く市民の信頼に応え、地域における福

祉の拠点としての役割を果たすよう、社会福祉法及びその他関係法令等に基づき、「法人

の適正な運営の確保」、「不祥事の未然防止」、「福祉サービスの質の向上」等の観点から、

機動的・効果的な指導監査を実施する。 

指導監査は、社会福祉法第５６条及びその他関係法令等に基づき、法人が同関係法令、

通知等を尊守し、適正な法人運営並びに入所者又は利用者等に対する適切な処遇を行っ

ているか否かについて、個別的に明らかにするとともに、本市が積極的に助言又は指導

を行うことにより、法人運営の適正化並びに入所者等の処遇の向上を図ることを目的と

する。 

 

２ 指導監査の対象法人 

  本市が所管する法人を対象とする。 

 

３ 指導監査の実施方法 

 （１） 一般指導監査 

監査対象の法人から、「南丹市社会福祉法人指導監査事前提出資料」に定める資

料（以下「監査資料」という。）の提出を求め、一般指導監査を実施する。 

   ア 実施方法は、法人に対し、５に定める指導監査班を派遣し、法人事務所又は法

人の運営する施設において実地監査を実施する。 

   イ 実地監査周期は、法令の遵守状況から特に大きな問題が認められない法人につ

いては、３年に１回の実施とする。 
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 （２） 随時指導監査 

     法人の運営等に問題が発生した場合又は通報、現況報告書の確認結果等でその

おそれがあると認められる場合は、随時指導監査を実施する。 

 

 （３） 特別監査 

     法人の運営等に重大な問題が認められた法人及び不祥事の発生した法人に対し

ては、特別監査を随時実施する。 

 

 （４） 新設法人監査 

     新設法人に対しては、監査資料の提出を求め、施設整備中であっても指導監査

を実施する。また、施設が開設された年度においても一般監査を実施する。 

 

 ４ 指導監査の主眼事項及び重要事項 

   次の（１）及び（２）に掲げる事項を主眼として指導監査を行う。 

   また、特に別紙に定める事項を法人指導監査における令和元年度重要事項とする。 

 （１） 法人の適正な運営の確保 

 （２） 必要な職員の確保と職員処遇の充実 

  

５ 指導監査班 

   指導監査は、原則として係長職以上の職にある者を班長とし、同班長を含む２名以

上の職員をもって指導監査班を編成し実施する。 

 

 ６ 一般指導監査日程 

 概ね、令和元年１１月から令和２年３月末までとする。 

 

 ７ 指導監査結果 

 （１） 指導監査の結果、改善を要する事項については、当日に班長が講評を行い、特

に是正又は改善を必要とする事項については、後日文書で監査結果の通知を行う。 

 

 （２） 法人は、指摘された事項について是正又は改善を図るとともに、文書で通知さ

れた事項については、その具体的な是正又は改善措置の状況を確認できる書面を

添えて、指定期日までに文書で南丹市長に報告するものとする。 

 

 （３） 改善の指導等を再三にわたって行っているにもかかわらず、なお必要な改善措

置等が講じられない場合は、個々の事例に応じ、社会福祉法第５６条又は第５８

条の規定により、改善命令等所要の措置を講じるものとする。 
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 ８ 結果の公表 

   指導監査の結果については、法人名、文書指導の有無、監査実施日をホームページ 

に掲載するものとする。 


